
 

 

１ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の障がい者施策を総合的かつ計画的に推進するため、基本的な方向性や取り組むべ

き施策を示すものです。 

同時に本計画は、「福井市障がい福祉計画」、「福井市障がい児福祉計画」として、本市における障

害福祉サービス及び障害児通所支援の提供と相談支援体制の確保計画の方向性を示すものであり、

これら 3つの計画を一体的に策定したものになっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画期間 

「福井市障がい者福祉基本計画」の計画期間は、令和 3 年度から令和 8年度までの 6 年間、「福井

市障がい福祉計画」及び「福井市障がい児福祉計画」の計画期間は、国の方針に基づき、令和 3 年度

から令和 5 年度までの 3年間とします。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基本理念 

障害者基本法第 1 条には、全ての国民が、障がいの有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有す

るかけがいのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、障がいの有無によって分

け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指すとされ

ています。 

本市では、障がいのある人もない人も同じように、教育を受け、生活し、就労や活動をともにする

社会が普通の社会である「インクルーシブ社会」の概念のもと、障がいのある人もない人もお互いの

人格や個性を認め合い尊重し、それぞれの役割と責任を持ってともに社会の一員として、身近な地域

で生活を支えあうことができる共生社会の実現を目指してきました。本計画では、これまでの考え方

や方向性を継承しつつ、発展性ある計画となるよう、引き続き基本理念を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

４ 施策の方向・施策の体系 

本計画では、基本理念と同様に、前計画の施策の方向を継承し、近年の国における法整備の動向や

アンケート調査等を基に本市の障がいのある人の現状を踏まえ、共生社会の実現に向けた更なる取

り組みを進めるものとします。 

一人ひとりに応じた切れ目のない支援 

障がいのある人が住み慣れた地域で継続して生活していくために、一人ひとりの状況やニーズ

に応じた一貫した支援が受けられる体制の整備に取り組みます。 

毎日の暮らしを充実させるための支援 

障がいのある人一人ひとりがそれぞれの能力や特性を活かしながら、市民の一人として住み慣

れた地域で主体的に生活できるよう、学ぶことや社会的な活動が実現できる体制づくりを進める

とともに、自立に向けた就労への支援の充実に取り組みます。 

安心して生活できるまちづくり 

身近な地域で市民一人ひとりの権利が守られ、安心して暮らせるまちづくりを進めるために、

多様な障がいや障がいのある人の暮らしを理解し、ソフト・ハード両面の生活環境の整備を進め

ます。また、災害時等にもお互いを理解し、地域で支え合うことのできる体制の確立についても、

特に重視すべき取り組みとして進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４次福井市障がい者福祉基本計画 概要版 

障がい者福祉基本計画

障がい福祉計画

　障害福祉サービス及び相談支援などの提供体制の確保に関する事項等を定める、障がい者福祉基本計
画の実施計画　　（障害者総合支援法88条1項）

障がい児福祉計画

　障害児通所支援及び障害児相談支援の提供体制の確保に関する事項等を定める、障がい者福祉基本計
画の実施計画　　（児童福祉法33条の20　1項）

　障害福祉サービスの提供体制の整備だけでなく、保健・医療・教育・社会参加・災害時の支援など、本市の障
がい者施策の総合的な展開・推進を図るための計画　　（障害者基本法11条3項）

障がいのある人もない人も互いを認め合い ともに生きる社会の実現 

 ・・・重点施策

【施策の方向】 【個　別　施　策】【基本理念】

施策の方向１

一人ひとりに応じた切
れ目のない支援

施策の方向２

毎日の暮らしを充実さ
せるための支援

施策の方向３

安心して生活できるま
ちづくり

社会参加の促進

障がいに対する理解の促進

バリアフリーの推進

災害時の支援体制づくり

権利擁護の推進

相談支援体制の充実

障害福祉サービスの充実

保健・医療サービスの充実

発達障がい児者支援の充実

雇用・就労の促進

日中活動の充実

障
が
い
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
互
い
を
認
め
合
い

と
も
に
生
き
る
社
会
の
実
現

計画名 根拠法
平成

27年度 28年度 29年度 30年度
令和

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度

障がい者福祉
基本計画

障害者基本法
11条3項

障がい
福祉計画

障害者総合支援法
88条1項

障がい児
福祉計画

児童福祉法
33条の20 1項

第３次（６年間） 第４次（６年間）

第６期 第７期

第３期第２期第１期

第５期第４期 一
体
策
定

一
体
策
定

 



５ 施策の展開 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別施策１ 相談支援体制の充実 

  ①相談支援体制の強化 

  ②基幹相談支援センターにおける相談支援の機能強化 

  ③相談支援専門員の資質向上 

  ④サービス等利用計画・障害児支援利用計画の質の向上 

  ⑤地域における相談支援の充実 

  ⑥市相談対応の充実 

個別施策２ 障害福祉サービスの充実 

  ①地域での居住支援の機能強化 

  ②障がい児支援の充実 

  ③訪問系サービスの充実 

  ④日中活動系サービスの充実 

  ⑤居住系サービスの充実 

  ⑥地域生活支援事業の充実 

  ⑦補装具等の充実 

  ⑧各種年金・手当等の支給による経済的支援の推進 

  ⑨助成・減免制度の周知と活用促進 

  ⑩高齢の障がいのある人への支援 

  ⑪医療的ケア児への支援 

  ⑫障がい福祉分野におけるＩＣＴの活用 

個別施策３ 保健・医療サービスの充実 

  ①母子保健事業の推進 

  ②健康づくりと疾病の悪化防止の推進 

  ③精神疾患に関する支援の充実 

  ④認知症対策の総合的推進 

  ⑤医療費の助成 

  ⑥難病患者への支援体制構築 

個別施策４ 発達障がい児者支援の充実 

  ①早期発見・早期療育体制の充実 

  ②特性に応じた保育の充実 

  ③学校教育における支援の推進 

  ④発達障がい者の就労の促進 

  ⑤発達障がい児者の支援体制の強化 

  ⑥発達障がいの理解促進 

  ⑦発達障がいに関する人材育成 

  ⑧発達障がい児者へのサービスの提供及び環境整備 

個別施策１ 雇用・就労の促進 

  ①就労支援体制の整備 

  ②一般就労の促進 

  ③就労関係機関との連携 

  ④雇用・就労に関する情報提供の充実 

  ⑤就労系サービスの利用促進 

  ⑥障がい者雇用の理解促進 

  ⑦企業への支援 

  ⑧障がい者就労支援施設からの優先調達の推進 

  ⑨公的機関における障がい者の雇用促進 

個別施策２ 日中活動の充実 

  ①地域での活動の機会の充実 

  ②障がい児の保育・教育活動の充実 

  ③障がい児の日中活動の充実 

  ④地域活動の情報提供 

  ⑤精神障がい者の退院後支援 

個別施策３ 社会参加の促進 

  ①障がい者スポーツの普及・推進 

  ②文化・芸術活動への支援 

  ③地域活動参加の推進 

  ④情報提供の充実 

  ⑤障がい者に関わるボランティアの育成 

  ⑥市民のボランティア活動の推進 

  ⑦障がい者団体等への支援 

  ⑧外出支援の充実 

 

個別施策１ 障がいに対する理解の促進 

  ①障がい等の理解の促進 

  ②障害福祉施設と地域住民との交流促進 

  ③福祉教育の推進 

  ④行政窓口における障がいへの配慮 

個別施策２ バリアフリーの推進 

  ①公共施設等のバリアフリー化の推進 

  ②住宅のバリアフリー化の推進 

  ③歩行空間の整備 

  ④交通事業者への支援 

  ⑤福井県福祉のまちづくり条例や法令に基づく指導 

  ⑥情報バリアフリーの推進 

個別施策３ 災害時の支援体制づくり 

  ①避難行動要支援者名簿の作成・活用 

  ②地域での支援体制づくり 

  ③防災訓練の充実 

  ④避難所等における支援体制の確立 

  ⑤緊急時の情報手段の利用、登録促進 

  ⑥防災意識の向上 

個別施策４ 権利擁護の推進 

  ①権利擁護に関する理解促進 

  ②成年後見制度の利用支援 

  ③市民後見の推進 

  ④日常生活自立支援事業 

  ⑤虐待の防止 

  ⑥消費者トラブルなどの被害防止 

  ⑦市事務事業における合理的配慮の提供 

困ったことがあった時、各相談支援事業所を利用する障がい者の割合   Ｒ元年度  ８.６％  →  Ｒ８年度 ２０％以上 

発達障がい児者支援の人材育成数                   Ｒ元年度   １２名  →  Ｒ８年度 ９６名 

就労している障がい者の割合                     Ｒ元年度 ５０.９％  →  Ｒ８年度 ６０％以上 

災害時に一人で避難ができない、わからないと感じている障がい者の割合 Ｒ元年度 ５９.２％  →  Ｒ８年度 ５０％以下 

 



６ サービスの見込量、方向性の設定 （第６期福井市障がい福祉計画、第２期福井市障がい児福祉計画） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本方針に基づく目標項目 目標 

(1)福祉施設の入所者

の地域生活への移

行 

①令和 2 年度末から令和 5 年度末までの地

域生活移行者数 
20 人 

②令和 5年度末の施設入所者数 335 人 

(2)精神障害にも対応

した地域包括ケア

システムの構築 

目標設定は県が行うため、本市では設定

しませんが、関係者協議の場において、情

報共有や効果的な取り組みについて検討

します。 

－ 

(3)地域生活支援拠点

等が有する機能の

充実 

地域生活支援拠点を確保しつつ運用状況

の検証及び検討 1 回以上 

(4)福祉施設から一般

就労への移行等 

①令和 5 年度末における一般就労移行者数 63 人 

②令和 5年度における、就労移行支援事業

等を通じて一般就労する移行者の、就労

定着支援事業利用率 

3 割 

③就労定着支援事業所の就労定着率が 8 割

以上の事業所 
7 割 

(5)障害児支援の提供

体制の整備等 

①令和 5 年度末までに児童発達支援センタ

ーを設置 
3 カ所 

②医療的ケア児支援のための関係機関と

の協議会の開催及び医療的ケア児等に

関するコーディネーター配置の検討 

2 回/年 

(6)相談支援体制の充

実・強化等 

①市内の相談支援事業所に対して訪問等

を行い、専門的な指導・助言の実施 
27 事業所/年 

②相談支援事業者に対し、人材育成の研修

を開催 
4 回/年 

③相談支援事業所同士の連携強化の取組

を実施 
1 回/年（各地区毎） 

(7)障害福祉サービス

等の質の向上 

県が実施する障害福祉サービス等に係る

研修への市職員の参加人数 
4 名以上/年 

 

 

 

サービス種別 単位(人/月) Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

訪
問
系 

居宅介護 利用者数 400 440 480 

重度訪問介護 利用者数 13 15 17 

同行援護 利用者数 50 53 56 

行動援護 利用者数 4 4 4 

日
中
活
動
系 

生活介護 利用者数 750 765 780 

自立訓練（機能訓練） 利用者数 3 3 3 

自立訓練（生活訓練） 利用者数 60 60 60 

就労移行支援 利用者数 60 60 60 

就労継続支援（Ａ型） 利用者数 430 430 430 

就労継続支援（Ｂ型） 利用者数 850 900 950 

就労定着支援 利用者数 26 28 30 

療養介護 利用者数 33 33 33 

短期入所 利用者数 170 190 210 

居
住
系 

自立生活援助 利用者数 15 20 25 

共同生活援助 利用者数 267 270 273 

施設入所支援 利用者数 335 335 335 

障
害
児
通
所
支
援 

児童発達支援 利用者数 127 128 129 

医療型児童発達支援 利用者数 0 0 0 

放課後等デイサービス 利用者数 750 900 1,100 

保育所等訪問支援 利用者数 35 45 55 

居宅訪問型児童発達支援 利用者数 1 1 1 

障害児相談支援 利用者数 950 1,100 1,250 

相
談
支
援 

計画相談支援 利用者数 2,600 2,700 2,800 

地域移行支援 利用者数 5 7 9 

地域定着支援 利用者数 10 12 14 

 

 

必須事業 任意事業 

・理解促進研修・啓発事業 

・相談支援事業 

・成年後見制度利用支援事業 

・意思疎通支援事業 

・日常生活用具給付等事業 

・手話奉仕員養成研修事業 

・移動支援事業 

・地域活動支援センター機能強化事業 

・日常生活支援事業   ・社会参加支援事業 

市町村地域生活支援促進事業 

・障がい者虐待防止対策支援事業 

・医療的ケア児総合支援事業 

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの

構築推進事業 

特別促進事業 

・ことばの教室 

  


